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１．平成20年３月期の業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 12,719 1.4 193 △18.7 135 △19.1 43 63.8

19年３月期 12,538 △3.6 238 △19.0 167 △21.1 26 △54.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 6 89 － － 1.7 1.5 1.5

19年３月期 4 20 － － 1.0 1.8 1.9

（参考）持分法投資損益 20年３月期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 8,793 2,521 28.7 402 71

19年３月期 9,045 2,511 27.8 400 96

（参考）自己資本 20年３月期 2,521百万円 19年３月期 2,511百万円

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 309 △182 △236 441

19年３月期 525 △192 △460 552

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
純資産
配当率（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期  －  －  － 4 00 4 00 25 95.2 1.0

20年３月期  －  －  － 4 00 4 00 25 58.1 1.0

21年３月期（予想）  －  －  － 4 00 4 00 － 35.8 －

３．平成21年３月期の業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期
累計期間

6,800 1.2 270 22.6 200 △2.0 70 △51.3 11 18

通期 12,750 0.2 300 53.1 200 44.8 70 53.8 11 18

－ 1 －



４．その他

 (1) 重要な会計方針の変更

 ①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

 ②　①以外の変更　　　　　　　　　無

 （注）詳細は、19ページ以降「会計方針の変更」をご覧下さい。

 (2) 発行済株式数（普通株式）

 ①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 7,275,000株 19年３月期 7,275,000株

 ②　期末自己株式数 20年３月期 1,013,726株 19年３月期 1,011,070株

 （注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、35ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の

前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ「１．経営成績（１）経営成

績に関する分析」をご覧下さい。

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

  当事業年度におけるわが国経済は、企業業績の上向きに伴い、堅調に推移するかに見えました景気が、米国のサブ

プライムローン問題を発端とした金融不安や原油価格の高騰の影響を受け、不安定な状況下で推移しました。　また

当社が関連する食品業界におきましては、「食」の安全や品質に対する消費者の不信感はこれまで以上に高まること

となり、消費者物価の上昇と相まって、個人消費は伸び悩み、当社を取り巻く事業環境は依然厳しい状況が続いてお

ります。

　このような状況のなか、当社は、「さらなる質の追求を実践する」の年度スローガンのもと「ひと」のレベルアッ

プと「モノ・サービス」の向上を図ってまいりました。

　みやげ部門におきましては、各地の主要観光地をはじめ、公共交通機関等のみやげ販売施設へのマーケティング活

動や、商品開発・営業活動の強化を行うとともに、売上債権・在庫の圧縮をすすめ、営業基盤の充実を図ってまいり

ました。

　温浴施設部門におきましては、既存施設のリニューアルや提供するサービスの向上等により競争力を強化するとと

もに、安心・安全なサービスを提供するため衛生管理の強化に取り組んでまいりました。

　一般小売部門におきましては、創造的かつ質の高い商品の提供を目指した店づくりや、販売力の強化・接客サービ

スの向上に努めてまいりました。

　以上の結果、当会計年度における売上高は12,719百万円(前年同期比1.4％増)、営業利益は193百万円(前年同期比

18.7％減)、経常利益は135百万円(前年同期比19.1％減)、当期純利益は43百万円(前年同期比63.8％増)となりました。

  次期の見通しにつきましては、消費関連業の当社は、原油価格の動向、米国経済の先行き及び株安・円高など不透

明な要素があり、個人消費の本格的回復は見込み難く、楽観を許さない状況が続くものと思われます。

　このような状況のなか、当社は、みやげ部門におきましては、地域別・店舗別の営業戦略の差別化を推進するとと

もに、商品・販売方法・店づくり等トータル的なサービスの提供による顧客満足度の向上を図ってまいります。

　温浴施設部門におきましては、従業員教育の充実による接客サービスの向上と、独創的かつ安全で質の高い商品・

サービスの提供に努めてまいります。一般小売部門におきましては、イベントの企画・開催や消費者ニーズに対応し

た品揃えに加え、安全で質の高い商品・サービスの提供により顧客満足度の向上に努めてまいります。

　これらを勘案いたしまして、次期の業績見通しにつきましては、売上高12,750百万円、営業利益300百万円、経常利

益200百万円、当期純利益70百万円を見込んでおります。

(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

　当事業年度末の資産につきましては、8,793百万円と前年同期比で2.8％、252百万円減少しました。

これは主に、現金・預金、有形固定資産の減少等によるものであります。

　負債につきましては、6,272百万円と前年同期比で4.0％、261百万円減少しました。

これは主に、借入金、社債、長期未払金の減少等によるものであります。

　純資産につきましては、前年同期とほぼ同額の2,521百万円(前年同期は2,511百万円)となりました。

②キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により309百万円増加し、投資活動

により182百万円減少し、財務活動により236百万円減少いたしました。この結果、前事業年度末に比べ110百万円減少

し、当事業年度末には441百万円となりました。

　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　 営業活動の結果得られた資金は、309百万円となりましたが、これは主に税引前当期純利益及び減価償却費を計上

したことによるものであります。

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　 投資活動の結果使用した資金は、182百万円となりましたが、これは主に有形固定資産の取得によるものでありま

す。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　 財務活動の結果使用した資金は、236百万円となりましたが、これは主に社債の償還及び固定資産に係る割賦債務

等の返済によるものであります。
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(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
平成16年

３月期

平成17年

３月期

平成18年

３月期

平成19年

３月期

平成20年

３月期

 自己資本比率 (%) 24.9 25.3 26.6 27.8 28.7

 時価ベースの自己資本比率 (%) 10.5 13.0 18.1 13.8 9.3

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(%) 10.5 11.3 10.7 9.9 16.2

 インタレスト・カバレッジ・レシオ (倍) 5.1 4.6 5.4 5.3 2.9

自己資本比率：自己資本／総資産

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

 （注）１． 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

 ２． キャッシユ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

 ３． 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 　　 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策のひとつと位置付け、業績の向上、財務体質の強化に努め、健

　　全な経営指標に沿った配当性向を基準に配当を実施していくことを基本方針としております。

　　　この方針に基づき、当期の利益配当金につきましては、前期同様、１株につき普通配当４円を予定しております。

　　　(中間配当は実施しておりません。)

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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２．企業集団の状況
　　最近の有価証券報告書(平成19年６月29日)における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要な変更がな

　いため開示を省略しております。 

 

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針、(2) 目標とする経営指標、(3) 中長期的な会社の経営戦略

　　以上の３項目につきましては、平成20年３月期中間決算短信(平成19年11月19日開示)により開示を行った内容から

　重要な変更がないため開示を省略しております。

　　当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

　　　(当社ホームページ)

      http://www.takachiho-net.co.jp/

      (ジャスダック証券取引所ホームページ(「検索ページ」))

      http://jds.jasdaq.co.jp/tekiji/

(4）会社の対処すべき課題

　米国金融市場の混乱に伴う世界経済の減速懸念や、原油価格及び原材料価格の高騰などにより、個人消費は底堅い

ものの伸び悩むものと考えられます。

　このような状況のなか、当社は創業60周年を迎えるにあたり「継承と創造・質的向上への挑戦」をスローガンとし

「企業価値の向上と企業文化のさらなる発展」を図ってまいります。

①「選択と集中」による営業戦略の策定と実践

　地域別・店舗別の営業戦略の差別化を進めるとともに、提案型営業及び、戦略商品の開発を重点的に進めてまいり

ます。

②顧客満足度の向上

　消費者の立場に立った価値の提案・提供とともに、創造的かつ質の高い商品・サービスを提供してまいります。

③組織の活性化と人材育成の推進

　永続的発展への、組織・構造改革を推進するため、ITコミュニケーションによる情報の共有化と組織の活性化を進

めるとともに、社員の能力・モチベーション向上のための研修・教育の強化と待遇改善のための、人事制度の整備と

改善に取り組んでまいります。

④企業モラルと社会的責任の遂行

　内部統制システムの整備と運用評価を行うことによる、法令順守の徹底を図り、企業倫理の育成を進めるとともに、

５S活動（整理・整頓・清掃・清潔・躾）による品質管理・安全システムの充実に取り組んでまいります。

(5）内部管理体制の整備・運用状況

  コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」に記

載しているため開示を省略しております。

  (ジャスダック証券取引所ホームページ(「検索ページ」))

  http://jds.jasdaq.co.jp/tekiji/

 

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)

－ 5 －



４．財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記番
号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

（資産の部）

Ⅰ．流動資産

１．現金及び預金 814,347 694,326  

２．受取手形  ※４ 137,795 128,631  

３．売掛金 924,174 942,021  

４．商品 812,377 806,743  

５．製品 12,391 20,556  

６．原材料 107,170 84,494  

７．貯蔵品 3,528 1,209  

８．前渡金 1,637 1,006  

９．前払費用 60,661 62,313  

10．繰延税金資産 38,695 55,751  

11．その他 7,211 9,565  

貸倒引当金 △33,332 △16,517  

流動資産合計 2,886,660 31.9 2,790,101 31.7 △96,558

Ⅱ．固定資産

１．有形固定資産

(1) 建物 ※１ 5,185,910 5,224,026

減価償却累計額 2,059,162 3,126,747 2,225,898 2,998,128  

(2) 構築物 457,682 457,682

減価償却累計額 248,444 209,237 272,875 184,807  

(3) 機械装置 267,058 291,818

減価償却累計額 234,225 32,832 234,189 57,629  

(4) 車両運搬具 680 11,310

減価償却累計額 646 34 830 10,480  

(5) 工具器具備品 264,776 282,100

減価償却累計額 204,552 60,223 200,466 81,634  

(6) 土地 ※1,3 1,115,119 1,113,652  

有形固定資産合計 4,544,195 50.2 4,446,332 50.6 △97,863

２．無形固定資産

(1) 借地権 87,404 87,404  

(2) ソフトウェア 7,020 3,668  

(3) その他 31,239 29,335  

無形固定資産合計 125,664 1.4 120,407 1.4 △5,256

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記番
号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

３．投資その他の資産

(1) 投資有価証券 51,710 38,770  

(2) 関係会社株式 125,000 128,000  

(3) 出資金 70 70  

(4) 破産更生債権等 76,953 77,784  

(5) 長期前払費用 75,393 87,924  

(6) 敷金保証金 1,129,949 1,115,842  

(7) 保険積立金 18,000 19,665  

(8) 繰延税金資産 53,468 34,235  

(9)その他 630 2,672  

貸倒引当金 △41,951 △68,072  

投資その他の資産合
計

1,489,223 16.5 1,436,890 16.3 △52,332

固定資産合計 6,159,083 68.1 6,003,630 68.3 △155,452

資産合計 9,045,743 100.0 8,793,732 100.0 △252,010

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記番
号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

（負債の部）

Ⅰ．流動負債

１．支払手形  ※４ 26,251 23,860  

２．買掛金 609,013 627,381  

３．短期借入金 ※１ 2,480,000 2,160,000  

４．1年以内返済予定長期
借入金

※１ 365,792 375,764  

５．1年以内償還予定社債 250,000 110,000  

６．未払金 249,775 234,374  

７．未払費用 49,026 65,779  

８．未払法人税等 56,579 55,657  

９．未払消費税等 14,643 13,122  

10．前受金 20,699 19,397  

11．預り金 13,880 4,807  

12．賞与引当金 51,025 50,640  

13．返品調整引当金 9,833 10,988  

14．ポイント引当金 1,585 10,163  

15．その他 14,886 13,751  

流動負債合計 4,212,993 46.6 3,775,687 42.9 △437,306

Ⅱ．固定負債

１．社債  450,000 440,000  

２．長期借入金 ※１ 1,053,316 1,435,918  

３．関係会社長期借入金 119,398 121,663  

４．退職給付引当金 52,768 －  

５．役員退職慰労引当金 62,091 62,166  

６．長期未払金 357,290 243,819  

７．長期預り保証金 226,309 193,021  

固定負債合計 2,321,174 25.7 2,496,589 28.4 175,414

負債合計 6,534,168 72.2 6,272,276 71.3 △261,892
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記番
号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   1,000,000 11.1  1,000,000 11.4 －

２．資本剰余金         

    資本準備金  720,835   720,835    

資本剰余金合計   720,835 8.0  720,835 8.2 －

３．利益剰余金         

(1）利益準備金  100,300   100,300    

(2）その他利益剰余金         

別途積立金  825,000   825,000    

繰越利益剰余金  54,879   72,942    

利益剰余金合計   980,179 10.8  998,242 11.4 18,062

４．自己株式   △198,987 △2.2  △199,460 △2.3 △472

株主資本合計   2,502,026 27.7  2,519,616 28.7 17,589

Ⅱ　評価・換算差額等         

    その他有価証券評価
差額金

  9,547 0.1  1,839 0.0 △7,708

評価・換算差額等合計   9,547 0.1  1,839 0.0 △7,708

純資産合計   2,511,574 27.8  2,521,456 28.7 9,881

負債純資産合計   9,045,743 100.0  8,793,732 100.0 △252,010

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記番
号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
(千円)

Ⅰ．売上高

１．商品売上高 9,778,247 9,957,078

２．製品売上高 640,012 627,023

３．温浴施設運営収入 1,988,262 2,013,398

４．その他の売上高 132,399 12,538,922 100.0 122,420 12,719,921 100.0 180,999

Ⅱ．売上原価 ※５

１．商品売上原価

(1) 期首商品棚卸高 858,556 812,377

(2) 当期商品仕入高 7,091,829 7,312,538

合計 7,950,386 8,124,916

(3) 他勘定振替高 ※２ － 38,375  

(4) 期末商品棚卸高 812,377 7,138,009 806,743 7,279,796  

２．製品売上原価

(1) 期首製品棚卸高 16,248 12,391

(2) 当期製品製造原価 425,498 429,163

合計 441,746 441,555

(3) 期末製品棚卸高 12,391 429,355 20,556 420,998  

３．温浴施設運営収入原価 1,789,051 1,827,881  

４．その他の売上原価 90,563 82,129  

売上原価合計 9,446,979 75.3 9,610,806 75.6 163,826

売上総利益 3,091,942 24.7 3,109,115 24.4  

返品調整引当金戻入額 9,145 0.1 9,833 0.1  

返品調整引当金繰入額 9,833 0.1 10,988 0.1  

差引売上総利益 3,091,254 24.7 3,107,960 24.4 16,705

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記番
号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
(千円)

Ⅲ．販売費及び一般管理費

１．販売手数料 423,100 467,067

２．ポイント引当金繰入額 1,585 10,163

３．広告宣伝費 64,094 80,829

４．荷造運搬費 53,169 54,491

５．貸倒引当金繰入額 2,608 21,016

６．役員報酬 90,185 75,730

７．給与賞与 1,032,166 1,006,081

８．賞与引当金繰入額 48,407 47,337

９．退職給付費用 4,629 39,649

10．役員退職慰労引当金繰
入額

5,825 5,075

11．福利厚生費 151,267 139,361

12．賃借料 322,446 321,591

13．修繕費 34,096 23,179

14．消耗品費 189,018 175,038

15．水道光熱費 66,916 68,602

16．旅費交通費 45,112 45,071

17．租税公課 60,629 59,058

18．減価償却費 53,170 53,946

19．その他 204,798 2,853,226 22.8 221,072 2,914,365 22.9 61,138

営業利益 238,028 1.9 193,595 1.5 △44,432

Ⅳ．営業外収益

１．受取利息 5,768 7,684

２．受取配当金 487 604

３．仕入割引 5,824 6,148

４．受取事務費 ※１ 12,225 12,386

５．受取販売手数料 999 282

６．解約違約金収入 － 20,552

７．訴訟和解金 6,285 －

８．その他 8,029 39,621 0.3 9,246 56,905 0.5 17,283

Ⅴ．営業外費用

１．支払利息 93,601 99,918

２．社債発行費 2,159 2,309

３．その他 14,120 109,881 0.9 12,541 114,769 0.9 4,887

経常利益 167,767 1.3 135,730 1.1 △32,037

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記番
号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
(千円)

Ⅵ．特別利益

１．退職給付制度終了益 － － － 64,991 64,991 0.5 64,991

Ⅶ．特別損失

１．減損損失 ※４ 39,588 1,467

２．固定資産除却損 ※３ 7,639 5,481

３．棚卸資産評価損 － 47,228 0.3 55,683 62,632 0.5 15,403

税引前当期純利益 120,539 1.0 138,090 1.1 17,550

法人税、住民税及び事業
税

76,045 87,554

法人税等調整額 18,157 94,202 0.8 7,408 94,963 0.8 760

当期純利益 26,336 0.2 43,126 0.3 16,789

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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製造原価明細書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ．材料費

期首材料棚卸高 89,829 97,377

当期材料仕入高 307,559 280,225

他勘定振替高  ※１ － 17,307

差引：期末材料棚卸高 97,377 75,660

当期材料費 300,012 70.5 284,634 66.3

Ⅱ．労務費

給与賞与 72,897 82,216

賞与引当金繰入額 2,618 3,303

退職給付費用 152 1,720

福利厚生費 10,881 12,034

当期労務費 86,550 20.3 99,274 23.1

Ⅲ．経費

賃借料 5,197 5,197

修繕費 3,941 3,142

水道光熱費 8,937 10,141

租税公課 1,856 1,839

減価償却費 9,562 12,753

その他 9,440 12,179

当期経費 38,936 9.2 45,255 10.6

当期総製造費用 425,498 100.0 429,163 100.0

当期製品製造原価 425,498 100.0 429,163 100.0

　（注）　※１.棚卸資産評価損を特別損失へ振替えたものであります。

　　　　　　２.原価計算の方法は、単純総合原価計算によっております。

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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温浴施設運営収入原価明細書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．食材費 242,977 13.6 242,557 13.2

２．売上業務委託費 289,516 16.2 288,599 15.8

３．給与賞与 187,485 10.5 191,202 10.5

４．退職給付費用 － － 2,345 0.1

５．福利厚生費 8,815 0.4 8,520 0.5

６．賃借費 301,538 16.9 290,800 16.0

７．消耗品費 54,964 3.1 61,268 3.4

８．水道光熱費 350,240 19.6 356,237 19.5

９．減価償却費 149,936 8.4 158,212 8.6

10．業務委託費 154,485 8.6 172,363 9.4

11．修繕費 49,091 2.7 55,774 3.0

温浴施設運営収入原価 1,789,051 100.0 1,827,881 100.0

その他の売上原価明細書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．外注費 415 0.5 －  

２．給与賞与 11 0.0 －  

３．福利厚生費 1 0.0 －  

４．賃借費 52,424 57.9 46,071 56.1

５．租税公課 8,437 9.3 8,175 10.0

６．減価償却費 28,819 31.8 27,470 33.4

７．その他 452 0.5 411 0.5

その他の売上原価 90,563 100.0 82,129 100.0

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,000,000 720,835 720,835 100,300 795,000 83,601 978,901 △198,816 2,500,919

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注）     30,000 △30,000 －  －

剰余金の配当（注）      △25,058 △25,058  △25,058

当期純利益      26,336 26,336  26,336

自己株式の取得        △170 △170

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － 30,000 △28,721 1,278 △170 1,107

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,000,000 720,835 720,835 100,300 825,000 54,879 980,179 △198,987 2,502,026

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

13,380 13,380 2,514,300

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注）   －

剰余金の配当（注）   △25,058

当期純利益   26,336

自己株式の取得   △170

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△3,833 △3,833 △3,833

事業年度中の変動額合計
（千円）

△3,833 △3,833 △2,725

平成19年３月31日　残高
（千円）

9,547 9,547 2,511,574

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)

－ 15 －



当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,000,000 720,835 720,835 100,300 825,000 54,879 980,179 △198,987 2,502,026

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注）      △25,055 △25,055  △25,055

当期純利益      43,126 43,126  43,126

自己株式の取得        △571 △571

自己株式の処分      △8 △8 98 90

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － － 18,062 18,062 △472 17,589

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,000,000 720,835 720,835 100,300 825,000 72,942 998,242 △199,460 2,519,616

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

9,547 9,547 2,511,574

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注）   △25,055

当期純利益   43,126

自己株式の取得   △571

自己株式の処分   90

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△7,708 △7,708 △7,708

事業年度中の変動額合計
（千円）

△7,708 △7,708 9,881

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,839 1,839 2,521,456

 （注）平成19年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4）キャッシュ・フロー計算書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減
(千円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

税引前当期純利益 120,539 138,090  

減価償却費 241,489 252,382  

減損損失 39,588 1,467  

固定資産除却損 7,639 5,481  

貸倒引当金の増加額
 （△減少額）

△14,395 9,306  

賞与引当金の減少額 △126 △385  

返品調整引当金の増加額 688 1,155  

ポイント引当金の増加額 1,585 8,578  

退職給付引当金の減少額 △28,185 △52,768  

役員退職慰労引当金の
増加額（△減少額）

△3,725 75  

受取利息及び配当金 △6,256 △8,288  

支払利息等 100,084 105,480  

社債発行費 2,159 2,309  

売上債権の減少額
 （△増加額）

109,741 △8,682  

棚卸資産の減少額 41,327 22,463  

営業保証金の減少額
 （△増加額）

△2,072 50,910  

仕入債務の増加額 27,588 15,976  

未払消費税等の増加額
（△減少額）

810 △1,521  

前受金の増加額
（△減少額）

2,759 △1,302  

その他資産の減少額 20,186 5,194  

その他負債の増加額
 （△減少額）

1,086 △51,019  

小計 662,510 494,905  

利息及び配当金の受取額 6,094 8,148  

利息の支払額 △99,208 △105,576  

法人税等の支払額 △43,490 △88,446  

営業活動による
キャッシュ・フロー

525,905 309,029 △216,875

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減
(千円)

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △423,311 △304,472  

定期預金の払戻による収入 418,289 314,311  

有形固定資産の取得による
支出

△116,891 △133,101  

投資有価証券の取得による
支出

△3,000 △3,000  

敷金保証金の差入による
支出

△100,053 △79,628  

その他 32,669 23,352  

投資活動による
キャッシュ・フロー

△192,297 △182,538 9,758

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 700,000 650,000  

短期借入金の返済による
支出

△787,500 △970,000  

固定資産に係る割賦債務等
の返済による支出

△132,593 △133,730  

長期借入れによる収入 704,441 804,047  

長期借入金の返済による
支出

△737,240 △409,208  

社債の発行による収入 97,840 97,690  

社債の償還による支出 △280,000 △250,000  

自己株式の売却による収入 － 90  

自己株式の取得による支出 △170 △571  

配当金の支払額 △25,117 △24,990  

財務活動による
キャッシュ・フロー

△460,339 △236,673 223,665

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額 △126,731 △110,182 16,548

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

678,767 552,036 △126,731

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末
残高

552,036 441,853 △110,182
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品……移動平均法による原価法

（ただし、小売商品は売価還元法

による原価法）

商品……移動平均法による原価法

（ただし、小売商品は売価還元法

による低価法）

製品……総平均法による原価法 製品……同左

原材料…先入先出法による原価法 原材料…同左

貯蔵品…最終仕入原価法による原価法 貯蔵品…同左

 

貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定しております。

（会計方針の変更）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日）が平成

20年３月31日以前に開始する事業年度に係る

財務諸表から適用できることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準を適用して

おります。

これにより売上総利益、営業利益及び経常利

益が2,916千円、税引前当期純利益が58,600

千円減少しております。

　なお、同会計基準は、当社の社内規則制定

等の受入準備が整った当中間会計期間後に適

用しておりますが、当中間会計期間において

同会計基準を適用した場合、税引前中間純利

益は24,414千円減少します。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産…定額法

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　 ３～44年

構築物　　　　 ３～48年

機械装置　　　 ３～15年

工具器具備品　 ３～16年

有形固定資産…定額法

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　 ３～44年

構築物　　　　 ３～48年

機械装置　　　 ３～15年

工具器具備品　 ３～16年

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平

成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響額は軽微であり

ます。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平

成19年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

これにより営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益がそれぞれ9,603千円減少しており

ます。

無形固定資産…定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

無形固定資産…同左

長期前払費用…均等償却 長期前払費用…同左

４．繰延資産の処理方法 社債発行費

支出時に全額費用として処理しておりま

す。

社債発行費

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てる

ため、支給見込額基準により計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

(3）返品調整引当金

販売した商品及び製品の返品による損

失に備えるため、過去の実績を基礎と

して算出した売買利益相当額を計上し

ております。

(3）返品調整引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発

生している額を計上しております。な

お、会計基準変更時差異（29,653千

円）については、平成13年３月期より

10年による按分額を費用処理しており

ます。

(4）退職給付引当金

────────

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

当社は、平成19年９月30日に適格退職年金制

度を廃止し、10月１日に確定拠出年金制度へ

移行し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）

を適用しております。

本移行に伴う影響額は、特別利益として

64,991千円計上しております。

(5）ポイント引当金

 将来のポイント使用による費用発生に

備えるため、使用実績率等に基づいて

見積った額を計上しております。

（会計方針の変更）

従来、ポイント使用に伴う費用は、ポ

イント使用時に計上しておりましたが、

下期においてポイントの使用率を合理

的に算定することが可能となったこと

により、財務内容の健全化とより適正

な期間損益計算を目的として、当事業

年度よりポイント引当金を計上してお

ります。この変更に伴い従来の方法に

よった場合と比較して営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は1,585千円

それぞれ減少しております。なお、下

期においてポイントの使用率を合理的

に算定することが可能となったことか

ら、当中間会計期間においては従来の

方法によっております。当中間会計期

間に変更後の方法によった場合の影響

額は不明であります。

(5）ポイント引当金

 将来のポイント使用による費用発生に

備えるため、使用実績率等に基づいて

見積った額を計上しております。

（追加情報）

 従来、アウトドア事業におけるポイン

ト使用に伴う費用は、ポイント使用時

に計上しておりましたが、下期におい

てポイントの使用率を合理的に算定す

ることが可能となったことにより、当

事業年度よりポイント引当金を追加計

上しております。これに伴い、従来の

方法によった場合と比較して営業利益、

経常利益、税引前当期純利益は7,874千

円それぞれ減少しております。なお、

下期においてアウトドア事業のポイン

トの使用率を合理的に算定することが

可能となったことから、当中間会計期

間においては従来の情報によっており

ます。当中間会計期間においては変更

後の方法によった場合の影響額は不明

であります。

(6）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

当社内規に基づく期末要支給見積額を

計上しております。

(6）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなります。

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員

会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、2,511,574千円

であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

 ────────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「減損損失」は、前事

業年度は「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的

重要性が増したため区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「減損損

失」は700千円であります。

 ────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．担保提供資産

担保に供している資産

※１．担保提供資産

担保に供している資産

建物 2,398,536千円

土地 1,112,997

計 3,511,533

建物 2,270,168千円

土地 1,111,529

計 3,381,697

上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 2,158,470千円

１年以内返済予定長期借入金 365,792

長期借入金 1,053,316

計 3,577,578

短期借入金 1,848,634千円

１年以内返済予定長期借入金 349,364

長期借入金 1,462,318

計 3,660,316

２．偶発債務

ダイヤモンドリース株式会社を被保証者として、平

成33年12月末までの事業用土地の賃借人としての賃

料(現行月額1,942千円)の支払等一切の債務につい

て、当該土地の賃貸人に対して連帯保証を行ってお

ります。

２．偶発債務

三菱ＵＦＪリース株式会社を被保証者として、平成

33年12月末までの事業用土地の賃借人としての賃料

(現行月額1,942千円)の支払等一切の債務について、

当該土地の賃貸人に対して連帯保証を行っておりま

す。

※３．国庫補助金等によって取得した資産については、国

庫補助金等に相当する下記の金額を取得価額から控

除しております。

※３．国庫補助金等によって取得した資産については、国

庫補助金等に相当する下記の金額を取得価額から控

除しております。

土地 42,223千円 土地 42,223千円

※４．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　　　　　　12,797千円

　支払手形　　　　　　　　　　　　　 352千円

※４． 　　　　　　────────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．受取事務費は、関係会社に対するものであります。 ※１．受取事務費は、関係会社に対するものであります。

※２． 　　　　　　──────── ※２．他勘定振替高は、棚卸資産評価損を特別損失へ振替

えたものであります。

※３．固定資産除却損は、建物3,740千円、機械装置208千

円、工具器具備品3,690千円であります。

※３．固定資産除却損は、建物3,064千円、機械装置516千

円、工具器具備品1,899千円であります。

※４．減損損失

 当事業年度において、当社は以下のグループにつ

いて減損損失を計上しました。

※４．減損損失

 当事業年度において、当社は以下のグループにつ

いて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 摘要

山形県 

鶴岡市 
営業所跡地 土地  遊休

場所 用途 種類 摘要

山形県 

鶴岡市 
営業所跡地 土地  遊休

 当社は、相互補完性を考慮し、事業部毎にグルー

ピングを行なっております。

事業の用に直接供していない遊休資産については

個々にグルーピングしております。

上記の資産グループについては遊休状態であり今後

の使用見込みも未確定なため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（39,588千

円）として特別損失に計上いたしました。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、不動産鑑定評価額を基

礎とした正味売却価額により評価しております。

 当社は、相互補完性を考慮し、事業部毎にグルー

ピングを行なっております。

事業の用に直接供していない遊休資産については

個々にグルーピングしております。

上記の資産グループについては遊休状態であり今後

の使用見込みも未確定なため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,467千

円）として特別損失に計上いたしました。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を

もとに合理的に算定しています。

※５． 　　　　　　──────── ※５．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　2,916千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 7,275,000 － － 7,275,000

合計 7,275,000 － － 7,275,000

自己株式

普通株式（注） 1,010,270 800 － 1,011,070

合計 1,010,270 800 － 1,011,070

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 25,058 4.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 25,055 利益剰余金 4.00 平成19年３月31日平成19年６月29日
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当事業年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 7,275,000 － － 7,275,000

合計 7,275,000 － － 7,275,000

自己株式

普通株式（注） 1,011,070 3,156 500 1,013,726

合計 1,011,070 3,156 500 1,013,726

 （注）1. 普通株式の自己株式の株式数の増加3,156株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

       2. 普通株式の自己株式の株式数の減少500株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 25,055 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 25,045 利益剰余金  4.00 平成20年３月31日平成20年６月30日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

（千円）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 814,347

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △262,311

現金及び現金同等物 552,036

現金及び預金勘定 694,326

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △252,472

現金及び現金同等物 441,853
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 29,760 22,674 7,085

機械装置 27,047 7,341 19,705

車両運搬具 220,893 124,251 96,642

工具器具備品 238,313 135,367 102,945

ソフトウェア 30,308 14,306 16,002

合計 546,322 303,940 242,381

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 29,760 26,925 2,834

機械装置 27,047 11,848 15,198

車両運搬具 180,311 97,510 82,800

工具器具備品 171,224 105,973 65,251

ソフトウェア 17,022 6,414 10,608

合計 425,365 248,672 176,692

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 93,364千円

１年超 163,641千円

合計 257,005千円

１年内 73,377千円

１年超 115,653千円

合計 189,031千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 123,642千円

減価償却費相当額 103,844千円

支払利息相当額 18,230千円

支払リース料 112,600千円

減価償却費相当額 94,227千円

支払利息相当額 15,901千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 137,228千円

１年超 2,172,982千円

合計 2,310,211千円

１年内 137,624千円

１年超 2,036,996千円

合計 2,174,620千円
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（有価証券関係）

前事業年度(平成19年３月31日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額(千
円)

差額(千円)

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 33,712 49,770 16,057

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 33,712 49,770 16,057

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1）株式 370 340 △30

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 370 340 △30

合計 34,082 50,110 16,027

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

貸借対照表計上額（千円）

(1）子会社株式 125,000

(2）その他有価証券

非上場株式 1,600
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当事業年度(平成20年３月31日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額(千
円)

差額(千円)

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 33,712 36,962 3,249

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 33,712 36,962 3,249

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1）株式 370 208 △162

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 370 208 △162

合計 34,082 37,170 3,087

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

貸借対照表計上額（千円）

(1）子会社株式 128,000

(2）その他有価証券

非上場株式 1,600

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けておりましたが、平成19年10月１日をもって適格退

職年金制度の全部について確定拠年金制度へ移行したため、平成19年９月30日で適格退職年金制度を廃止して

おります。

２．退職給付債務に関する事項

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務 △451,303 千円 － 千円

(2）年金資産 389,639 －

(3）未積立退職給付債務　(1)＋(2) △61,664 －

(4）会計基準変更時差異の未処理額 8,895 －

(5）退職給付引当金　　　(3)＋(4) △52,768 －

    適格退職年金制度から確定拠出年金制度への全部移行に伴う影響額は、以下のとおりであります。

(1）退職給付債務の減少 449,006 千円

(2）年金資産の減少 376,601

(3）未認識数理計算上の差異 7,413

(4）退職給付引当金の減少（1)－(2)－(3） 64,991

 　（注）確定拠出年金制度への資産移換額は、376,601千円であります。

３．退職給付費用に関する事項

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

退職給付費用 4,781 千円 43,714 千円

(1）勤務費用 1,816 30,622

(2）会計基準変更時差異の費用処理額 2,965 1,482

(3）確定拠出年金への掛金支払額 － 11,609

 　（注）当事業年度において、上記の退職給付費用以外に確定拠出年金制度への移行に伴う損益を特別利益

　　　　 として64,991千円計上しております。

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係）

前事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 14,051

賞与引当金否認 22,985

返品調整引当金否認 3,975

ポイント引当金否認 640

未払事業税及び未払事業所税否認 11,093

退職給付引当金否認 21,334

役員退職慰労引当金否認 25,103

減価償却限度超過額 13,261

一括償却資産損金算入限度超過額 2,120

減損損失否認 16,288

その他 6,014

繰延税金資産小計 136,870

評価性引当額 △38,226

繰延税金資産合計 98,643

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △6,479

繰延税金資産の純額 92,163

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.1

評価性引当額 15.7

住民税均等割 15.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 78.2
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当事業年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 千円

商品評価損損金不算入額 13,390

貸倒引当金損金算入限度超過額 13,291

賞与引当金否認 20,473

返品調整引当金否認 4,442

ポイント引当金否認 4,109

未払事業税及び未払事業所税否認 10,934

役員退職慰労引当金否認 25,133

減価償却限度超過額 17,037

一括償却資産損金算入限度超過額 2,522

減損損失否認 16,598

その他 12,426

繰延税金資産小計 140,361

評価性引当額 △49,127

繰延税金資産合計 91,234

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,248

繰延税金資産の純額 89,986

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.9

評価性引当額 7.9

住民税均等割 13.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 68.8

（持分法損益等）

前事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（関連当事者との取引）

前事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

 子会社

 ㈲タカチ

ホ・サービ

ス

長野市

大豆島
3,000

施設運営

業務請負

業 

（所有）

直接

100.0％ 

 兼任2名

当社温浴

設備他の

施設運営

経理給与事

務計算等の

受託

8,571 前受金 375

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．受取事務手数料は、当社の実費を勘案して決定しています。

当事業年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

 子会社

 ㈲タカチ

ホ・サービ

ス

長野市

大豆島
3,000

施設運営

業務請負

業 

（所有）

直接

100.0％ 

 兼任2名

当社温浴

設備他の

施設運営

経理給与事

務計算等の

受託

8,571 前受金 375

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．受取事務手数料は、当社の実費を勘案して決定しています。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額        400円96銭

１株当たり当期純利益    4円20銭

１株当たり純資産額        402円71銭

１株当たり当期純利益     6円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（千円） 26,336 43,126

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 26,336 43,126

期中平均株式数（千株） 6,264 6,262

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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５．その他
(1）役員の異動

　その他の役員の異動(平成20年６月27日付予定） 

 　　 ・取締役候補の異動

        常務取締役　営業本部長　竹ノ内　義雄　（現　取締役　営業本部長）

・新任監査役候補

　　　　常勤監査役　北澤　美行　(現　経理部次長）

        社外監査役  和田　俊彦

      ・退任予定取締役

 　　 　常務取締役　二本松　旭

      ・退任予定監査役

        常勤監査役　松村　茂人

 　　　 監査役　　　宮尾　勝

 　　　 社外監査役　田中　良平

 

 

 

(2）品目別売上高明細表

部門
第62期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

みやげ食品卸部門

みやげ雑貨卸部門

みやげ小売部門

一般小売部門

その他小売部門

みやげ品製造卸部門

不動産賃貸部門

温浴施設部門

5,803,204

643,759

1,683,366

1,827,864

8,375

627,023

114,045

2,012,281

千円 104.1

91.5

98.2

104.1

20.5

98.0

92.5

101.2

合計 12,719,921 101.4

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(株)タカチホ(8225)平成 20 年３月期決算短信(非連結)
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